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海面水位の極端現象 

水が 7割の表面を覆う地球環境に，大きな変化が起きている。2019年，IPCC は「変化す

る気候下での海洋・雪氷圏に関する IPCC 特別報告書」1）をまとめた。最近の数十年にわた

る地球温暖化の影響で，氷床，氷河の質量が大幅に減少し，2300年には海面が最大 5.4m上

昇するだけでなく，100年に一度起きるような海面水位の極端現象が，熱帯においては 2050

年までに頻繁に（多くの場所において１年に１回以上）起こると予測している。このままで

推移すれば，世界中の大都市が海抜の低い沿岸域に分布していることから，多くの人々は近

い将来移転を余儀なくされるであろう。 

このような状況を改善するためには，世界中の人々が海洋と人類との関わり合いの理解

すなわち海洋リテラシーの認識を深め，共に行動することが求められる。 

 

海洋リテラシーの定義と歴史的展開 

海洋リテラシーとは、「海が人類に与える影響と人類が海に与える影響を理解すること」

と定義され、人類にとっての海の重要性を理解し、海について伝えることができ、海とその

資源に関して情報に基づいた責任ある決定を下すことができる人材の育成を目指すもので

ある 2)。海洋リテラシーは、7 つの基本原則と 45 の基本概念を備え、2004 年に開始された

海洋リテラシーキャンペーンの一環として米国で公開された。このキャンペーンは、カレッ

ジオブエクスポラレーション、アメリカ海洋大気庁、NMEA（アメリカ海洋教育学会）などに

所属する海洋研究者、海洋教育者が、海洋の重要性に対する一般市民の認識の欠如、米国の

科学カリキュラムに海洋のトピックがないことへの懸念から、海洋リテラシーを持った人

材育成を目指し作成されたものである 3)。 

2014 年、名古屋で行われた世界 ESD 会議において、UNESCO の IOC(Intergovernmental 

Oceanographic Commission: 政府間海洋科学委員会) が主催した会議では、「グローバル

かつローカルな課題解決をはかるためにどのような海洋教育を行うべきか」が議論され海

洋リテラシー教育の具体的事例が紹介された 4)。 

2015年、ヨーロッパでは、アメリカで作成された海洋リテラシーを基に Sea Changeプロ

ジェクトが開始された。Sea Change プロジェクトは、EUの資金提供を受け、欧州市民が海

洋リテラシーの認識を高め、海洋に対して責任ある行動を取ることで、健全な海洋環境や地

域社会そして地球環境の改善を目指すものである 5)。 

2015年、アジアでは、日本、台湾、中国、バングラデシュの大学機関に所属する研究者・

教育者がアジアにおける海洋リテラシー教育の推進を目指しアジア海洋教育学会設立のた

めのワークショップを開催した 6)。 

 

国連 SDGsと海洋リテラシー 



2017年 7月、国連本部にて、「国際海洋会議」が開催された。これを受け、2017 年 12月

5日、SDGs14「海の豊かさを守ろう」を目指し、新たに国連「持続可能な海洋科学の 10年」

を立ち上げると発表した。さらに同日、ユネスコのヴェネツィア支部でユネスコ-IOC 主催

「海洋リテラシー国際会議」が開催され、当会議において、SDGs（持続可能な開発目標）の

達成に向け「海洋リテラシー」を基軸としたグローバルな海洋教育の推進のための協働活動

「海洋リテラシー教育」を 2021-2030 年に取り組むことが確認された 7)。この日に合わせ、

IOC ユネスコは、グローバルな海洋リテラシー教育を推進するためのガイドブック「海洋リ

テラシーツールキット」を開発し、全世界での普及・教育を目指すと発表した。このガイド

ブックには、東京海洋大学の「水圏環境リテラシー教育推進プログラム」8が、先行事例と

して紹介された 9)。 

2020年 6月 8日、ユネスコ海洋リテラシーバーチャルサミットがオンラインで開催され、

ユネスコ海洋リテラシー教育による地球課題解決のためのネットワーク構築が全世界に呼

びかけられた。ユネスコが提唱する海洋リテラシー教育によって、様々な地域や国々の文化

や歴史をつなげるプラットフォームが提供されることになった 10)。 

 

東アジア各国の海洋教育政策 

中国では，次の３つの課題を掲げ海洋強国を目指している。１つは，海洋権益の確保であ

る。２つ目は，海洋産業の維持発展のための人材育成である。３つ目は，海洋環境問題の改

善である。経済発展に伴い，沿岸域では富栄養化の問題が多発し水質悪化が著しく，海洋環

境の改善は急務である。こうした中で，青島市では中国海洋大学が中心となり市内の全小学

校，中学校，高等学校で海洋教育が行われ，また中国 100箇所に海洋教育センターが設置さ

れるなど海洋教育に力を注いでいる 11)。今後も，中国における海洋教育は重要性を高めて

いくものと考えられる 12)。 

台湾では、2008 年に小中学校海洋教育課程綱要が発効され，教育カリキュラムに海洋教

育が導入され，すべての小中学生は海洋教育を実施することとなった。さらに，22 の行政

区に海洋資源教育センターを設置し，全小中高生の海洋教育の推進を後押しするとともに，

台湾海洋大学と台湾海洋科技博物館が主宰し，全国の海洋教育の教師トレーニングを実施

するなど統括した教育管理体制を整えている 13)。近年の国際調査で，台湾高校生の海洋リ

テラシーは上位に位置している 14)。 

韓国では、2017 年 4 月に国家レベルの体系的な海洋教育を実施するため，5 カ年計画の

海洋教育ロードマップを発表し，「未来資源の宝庫であり，次世代の食料である海洋に対す

る教育は先進海洋強国へ跳躍するための必須要件である」という考えから，体系的な海洋教

育を実施するための法整備をはじめ，「国立海洋科学教育館」などの専門機関の設立に力を

注いでおり，国家プロジェクトとしての海洋教育が全国で行われている 15)。また，韓国シ

ーグラントは，全国に韓国シーグラント大学ネットワークを有し，自治体と連携を図りなが

ら海洋研究，アウトリーチ，教育活動に力を注いでいる 16)。 



日本での海洋教育の公共政策としては，水産教育がある。水産教育は、全国に 46校ある

水産・海洋系高等学校において行われているが、高等学校の 0.3％であり、普通教育、義務

教育における教育課程には存在していない。また、学習指導要領の記述を見ると、平成 10

年発行の小学校学習指導要領における「海」の記載はゼロであり、平成 20年で 1か所、平

成 29 年で 3 か所である。2007 年に公布された海洋基本法第 28 条には国民の海洋理解促進

が記載されているものの、十分な公共政策が行われているとは言い難い。  

 

公共政策としての海洋リテラシー教育を 

以上のように、東アジア 4ヶ国の海洋教育の公共政策を見ると、明らかに日本は東アジア

の国々の中で，後塵を拝していると言わざるを得ない。 

ただ、海洋リテラシー教育としては、2007 年、世界に先駆け東京海洋大学において水圏

環境リテラシー教育推進プログラムが設置され 14 年にわたって人材育成が行われている。

同時に、各地で NPO,学校等による地域協働の海洋教育が内発的・自発的に行われ、それら

の個別の活動内容は，海洋教育者間で世界的に評価されている。しかしながら、公共政策と

しての海洋リテラシー教育は十分とは言い難い。 

南アフリカの TWO OCEANS 水族館の教育部長であるラッセル・スティーブンス氏とサミッ

ト後今後の協力について話し合ったが，南アフリカでは海洋リテラシー教育のみならず，一

般教育におけるリテラシーも十分ではない状態だという。このような例は、一国だけではな

い。世界の海洋が危機的な状況にある中で，海洋リテラシー教育の先進事例として紹介され

ている我が国の取り組みは，国際的なネットワークの下で海洋リテラシー教育を先導する

役割が期待されている。我が国が，海洋リテラシー教育を公共政策として実施することで，

ユネスコの海洋リテラシー教育の模範となり，「持続可能な海洋科学の 10年」 「SDGs#14」

の目標達成に大きく貢献するものと考える。 
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